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鴦 計画策定の背景

今、 障がい福社をめぐる動向は大きな転換期を迎えています。

足立区では、平成 12年に ｢地域保健福祉計画 - 瞳がい施策 - ｣ を策定し、ノーマラ

イゼーションの理念のもとに ｢陣がい者が安心して住み続けられるまちをめざして｣ と

いう目標を掲げ、障がいの有無に関わらず、誰もが自己選択と自己決定の下に様々な活
動に参画し、 自立した生活を送ることができるよう取り組んできました。

陣がい福祉施策は、平成 15年 4月の支援費制度による契約制度への移行、平成 18年 4

月の障害者自立支援法の施行により制度が大きく変わってきました。
現在、国は障害者自立支援法に代わるものとして、平成 25年までに障害者総合福祉法

(仮称)を制定するための検討を行っています。 その間、地域での障がい者の生活向上を

図るために、 平成 22 年 12月に自立支援法等の一部が改正されました。

また、平成 23年 8月に ｢障害者基本法｣ が改正され、平成 24年 10月には ｢障害者虐

待防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律｣ の施行が予定されています。 こ

れらの法律の改正により、 区市町村の役割が益々大きくなります。

一方、発達陣がいや高次脳機能陣がいへの支援など新たな取り組みや就労支援等、こ

れまで以上の充実が求められています。このよう"こ障がい者をとりまく状況が変化する

中、 一人ひとりの瞳がい者が、自らの能力を高め自立を目指せるように、 ｢足立区瞳がい

者計画 ~ あだちノーマライゼーション推進プラン□ ~ ｣ と ｢第 3 期障がい福祉計画｣
を策定します。



2 計画の位置づけ

この計画は、 ｢足立区地域保健福祉計画｣ の一環として障がい者の施策全般と陣がい

福祉サービスに関する区の取り組みをまとめるものです。

また、障害者基本法、障害者自立支援法等の法令や東京都の障害者計画 ･障害者福祉

計画等の関連個別計画との整合性をはかって策定しています。

(図 1) 他の計画との関係
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3 計画の期間

この計画は、国が策定した基本指針を踏まえ、障害者基本法に基づく ｢障がい者計画｣
(6カ年計画) と、 障害者自立支援法に基づく ｢第 3期陣がい福社計画｣ (3カ年計画)

とします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
区が障がい施策全般をどのようそこ推進していくかを定めるもので、施策全体にかかわ

る広範囲な計画。

旧がぬ纈枇誰戴く障害者目遊支援簿難く飢餓趨き、桑鮒下卿三潴さきさまに起拝さい"増
障害者自立支援法の対象となるサービスなどについて、区としての必要量を数値目標

として持ち、 それをどのように実現していくのかを定める計画。

<計画期間>

平成 18年 20 年 23 26 年 29 年部年 20 年 値重轄 26 年 29

丸 ･ 雷 面 嚇さ遂箋訥鑿総鴻鞠i3薊距離輔導主淺顱露講義藝≦陣がい者計画
(18 ~ 23 年度)

~ あだちノーマライゼーション推進プラン I ~

第 1期 l 第 2期 轢き謙る‐議,鬘諄彎鰯鶏裁きゞ
-

　　　 　

　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

陣がい福祉計画
O 8 ~ 20 年度) (21~ 23 年度)

4 計画の策定体制

(○ 庁内の ｢陣がい者計画策定検討委員会｣
策定にあたっては、庁内に ｢陣がい者計画策定検討委員会｣ を設置し、障害者

自立支援法改正への対応の準備と並行しながら、検討してきました。
(2) 各種協議会等
地域自立支援協議会で意見をいただきました。 さらに福祉 ･保健 ･医療分野の

専門家、学識経験者ならびに区民代表で構成する足立区地域保健福祉推進協議会

及び同協議会介護保険 ･障がい福社専門部会で検討しました。
(3)アンケート調査の実施

福祉サービスの利用状況やニーズを把握するために、サービスの利用者を対象

としたアンケート調査を実施しました。
(4)陣がい者団体、関係機関へのヒアリング

区内の障がい者団体や施設を運営する社会福祉法人から、足立区の瞳がい福社

についてのご意見をいただきました。
(5)パブリックコメントの実施

区ホ ｣ ムベージに掲載し、 幅広く区民からの意見 ･要望をいただきました。



に‐いき鱗,.簗轢きこさ礎,薄鰹饑讓瓣漉き≧讓!議ゞ蓑差濃い盪藁ふ驚き裁きき,
.

1 国 ･東京都の動向

(1) 国の動向

平成 21年 12月、国は、障害者の権利に関する条約 (｢障害者権利条約｣) 締結をめ

ざし、瞳がい者制度の改革について集中的に検討するため ｢障害者制度改革推進本部｣

を設置するとともに、その中に障がい者施策の推進に関する意見をまとめる ｢障害者

制度改革推進会議｣ を設置しました。
平成 22年 4月からは、 ｢障害者制度改革推進会議｣ の中るこ 障害者制度改革推進会

議総合福祉部会｣ を設け、現行の障害者自立支援法に代わる ｢障害者総合福祉法 (仮

称)｣ (平成 25年 8月までの施行をめざす) の検討が進められています。
平成 23年 8月、 ｢障害者制度改革推進会議総合福祉部会｣ は、 ｢障害者総合福祉法

(仮称)｣ の骨格提言をまとめ、答申しました。

(2) 東京都の動向

東京都は、平成 19年度からの東京都障害者計画及び平成 21年度からの第 2期東京

都璋害福祉計画に基づき、利用者本位の福祉改革に即し、各瞳がい特性を踏まえた独

, 目の先駆的施策を推進するとして、下記の施策目標を掲げ、瞳がい者への支援を行っ

てきました。
① 地域における自立生活を支える仕組みづくり

② 社会で生きる力を高める支援
③ 当たり前に働ける社会の実現
④ バリアフリー社会の実現

⑤ サービスを担う人材の養成 ･確保

現在、平成 24 年度からの東京都障害者計画及び第 3期東京都障害福祉計画の策定

趨こ向け、下記の 5 点を新たな施策目標をとし、障がい者への支援にあたるとしていま

す。
- '

① 区市町村による一元的 ･総合的なサービス提供体制の整備

② 施設入所 ･入院から地域生活への移行促進

③日常生活を支えるサポート体制の整備
④ 就労支援の充実 ･強化

⑤ サービスを担う人材の養成 ･確保

に
〉



2. 足立区の障がい者手帳所持者数の推移

足立区の障害者手帳所持者数は、身体障害者手帳で毎年 2% 程度、愛の手帳 (知的陣が

い者) で毎年 4% 程度、精神障害者保健福祉手帳で毎年 8% 程度増加しており、今後も同程
度の伸びが予想されます。

(手帳所持者の単位:人)

,‐,誹議議ささ≧聡鮮麗、を 競療養き認妻年度 23年度ゞ≧聡鮮麗、をゞ T9年腰r三割鎌度ど 2為鑄燃 "綾熟年楼 俊往年度、

身体障害者
手帳

20,6 f6

(loo % )

2 l,333

(103 % )

2 f,9 11

(l06 % )

22,185

0 07 % )

22,85 1

(l10 % )

23,0 53

く= 1 % )

23,296

(113 % )

23,708

(n 5 % )

24,f20

(l17 % )

愛の手帳
3,6 22

(100 % )

3,770

(104 % )

3,942

g 08 % )

4J ol

(= 3 % )

･ 42 65

(117 % )

4,3 48

(l20 % )

4,4 9 1

(124 % )

4,636

G 28 % )

4,78 1

(132 % )

精神障害者
保健福祉手帳

2,8 56

(100 % )

2,664

(93 % )

3,110

(l08 % )

3,4 3 1

(120 % )

3,506

(122 % )

4,0 43

(f41 % )

4,256

G 49 % )

4,5 f2

(157 % )

4,740

“65 % )

※ ( ) 内は、 燧年度に対する割合

※24 ~ 26年は推測値

｣◇
身体障害者手帳
(単位:人)

~ぬ欝
愛の手攝
(単位:人)

　　　　
精神障害者保健福祉手帳
(単位:人)

総年度 樽年度 20年農 2l年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

※身体障害者手帳と愛の手帳は、各年度 4月 1日時点の実績値 (23 年度のみ 7月 14日時点の実績値)

※精神障害者保健福祉手帳の有効期限は 2年間のため、所持者数は前年度と前々年度交付件数の合計値

ぬ
U



3 足立区の主な福祉サービス利用状況

主な福祉サービスの利用実績は以下のとおりです。 日中活動系サービスや移動支援事

業など計画値を上回ったものもありますが、短期入所など計画値に届かなかったものも
あります。

輻輳罰 居宅系サ- ビス実利用時間 居宅系サービス

サービスの量は増えたものの、計画

　　 　　　　 　　 　　　 　　　　　　　　　30.0脚 監護 謎 議‐ 講“ 篇: 鱗 -- 報

l0,0 M 釀“
請
“
“

′
“ 菫麹 諺 嚢 ※居宅系サービスとは居宅介護、重度訪問介

0
巍 “ 奪講 - 讓-

J 朝霊 メ 襲望J ミユ 護等ホームヘルプサービスの総称です

l8 年度 的年度 20年度 21年度 22年度

l殿講評 日中活勒系サービス決定者数
日中活動系サービス　　　　　　　　　　　　　　 　 　 　

決定者は増加し、計画を大きく上

回りました。これは J日制度から自

立支援法に基づく施設に移行した

ことが大きく影響しています。

l8年度 19年度 20年度 21年度 22年度

匿 【実績]

凹 煽す函] 児童デイサービス裏利用者数

8o "'
K脾翻覇醗織 趨髯讓圏慰顫、 . 児童デイサービス

平成 19年度から区内にいくつかの

事業所ができました。 事業所の増加

に伴い、急激に利用者数と利用時間

数が増加しています。

60

40

20

　 　　　　　 　　　　　 　　　　 　　　 　　 　

18 年筬 19年度 20年度 2l年度 22年度

実績の詳細については、 資料編の 81 ~ 88 ページをご覧ください。



偲褻穂 l
短期入所期用者数

桝壤讓讓露藁讓朧讓藁讓麗釀淺 短期入所(ショートステイ)
　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　

アンケートから需要の多いことが

　 　　 　 　 　　　
脚 篝 孃‐

′嚢讓溌 蠣灘翼議 - 養 わかりますo

　　 　　 　 　　 　 　
　
　 　 　　 　 　

l8年度 19年度 20 年度 21年度 22年度

縢 罰
共同生活援助‐介護決定者数 参麒寮勤驚趣

年々順調に増加しており、 22

年度には計画を達成しました。
グループホームが設置される

とすぐに定員を満たす状況で
す。アンケートから需要が多い

ことがわかります。

治年度 槌年度 20年度 2l年度 22年度

;昌芸詳罰 移動支援事業利用時間數 移動支援事業

平成 l8 年度から 22 年度

まで計画を上回る伸びを示
しました。 この事業は外出

を支援するもので瞳がい者

の社会参加が確実に広がっ
てきたと考えられます。

　 　　 　 　 　　 　　

総年度 l9年度 20 年度 2l年度 22年度

実績の詳細については、 資料編の 81 ~ 88 ページをご覧ください。
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4 足立区陣がい者計画等作成のためのアンケート分析結果

/し、 一得▼~小幅} - -ノ
ー ぷ̂い ▲̂-▼で~- -̂ .--、‘- - - - ルール[ 一戸レー ト .~ tV･山一 { -′

‘ 足立区では、足立区瞳がい者計画及び足立区第 3期瞳がい福社計画の策定 li i
i に向け ｢足立区障がい者計画等作成のためのアンケート｣ を実施しました。 l
l アンケートの分析結熟ま以下のとおりです。 i
…-- } ＼-……{船… 蝸 - - * “ミ討一 "…凱鍋談【 * 【 { - - - -.･希“ゞ .標･一脈… …“

!

(1) アンケート実施内容

実施期間 !平成 23年 6月中旬~ 7月中旬

対 象 者 :区内で居宅介護サービスと日中活動系サービスを利用する陣がい者

配 布 数 :2,475 件

(居宅介護サービス :880 件、 日中活動系サービス : 1,595 件)

回 答 数 : l,577 件 (回答率 63.7 % )

(2) アンケートの結果分析

① 陣がい福社サービスへの満足度が比較的高い
陣がい福社サービス等の満足度の結果は以下のとおりです。

どちらともいえない , 不満 ･やや不満

↓ ↓
潟足 ･やや溝足

　

ホームヘルパーの内容‐
“

一義灘鱗讓き 19 %
ホームヘルパーの利用時間

、【 し !蝋
･ 灘襄醸菱讓 21% l

　

　
　 　 　　

　 　

　

日中活動系サービス
-

- - '
一驚讓鱗議機軸o%

その他のサービス
- -

-
I‘ - ,

t ◆
- ‐ 麗讓讓麓襲爵“6%

今回のアンケートでは、 区が支給決定している各サービスについて
｢満足 ･やや満足｣ を

合わせると、 63% ~ 76 % と満足度が比較的高いことがわかりました。 ｢不満 ･やや不満｣ は

lo % ~ 21 % で、 き 拭こ、 障がい者の皆さんが地域で暮らし続けていくためには、 必要なサー

ビスの基盤を整備していくことが必要です。

② ｢今後利用したいサービス｣ は、 多岐にわたっている
一人ひとりの暮らし方が異なるため、利用したいサービスも多岐にわたったと考えられ

ます。多様な要望の中、特に以下のサービスが比較的多い回答となりました。

Q
V



｢今後利用したいサービス｣ で要望が多く寄せられたもの (上位 5件)

外出の介助 ,移動の支援 醸藤聽園議
翻鸚讓讓讓鱗議讓嚢驚軽襲爵饑讓

鰯鬮鱗鯲繖鬚議鬮錮鬚離離讓襲醸覊議離溌獺窓讓圈讓
、 ‐ -~餐讓甕-鞭萎

讓讓 8甕群麗 20 %

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　･就労を支援する施設 ,

生活の司-I練をする施設鬮讓鬮讓嚢讓讓圏磁剛讓讓禽 9 %

これまでの利用実績の伸びとも合致し、今後取り組まなければならない課題が明確にな

りました。

③ 陣がい福祉サービスの情報入手先は、区の窓口が多い

陣がい福祉サービスに関する情報の入手先として、 ｢区役所の窓口｣ (755 件 ･ 31%) と ｢あ

だち広報｣ (299 件 ･ 12%) を合わせると 43%、 ｢障がい者施設｣ が (450 件 ･ 18%)、 ｢家族 ･友

人 ･知人｣ が (396 件 ･ 17% ) でした。

情報入手先

　　　　 　　　がい有 93件
団体など
158件

障がい者

あだち広報
家族 299件

友人 翳

知人 ‐ ‐‐

396件 陣がい者 インターネット
のしおり 88件
167件

この結果から、相談や情報入手先として区の各窓口が重要な役割を果たしていることと、
陣がい者の方々は日常生活の身近なところで情報を得ていることがわかりました。
区は、相談体制の充実と、 あだち広報やホームページ、 Aメール等の様々な手法を適切に

活用しながら、 障がいに応じた正確でわかりやすい情報提供を続けていくことが重要です。

lo



5 障がい者団体、
.家族会、区内社会福祉法人ヒアリング結果

区内の瞳がい者団体、家族会、社会福祉法人の皆様から意見をうかがいました。
主な意見は以下のとおりです。

(1) 日中活動系サービス等の増

障がい者が地域で安定した生活を送るため、日中活動系サービスを増やしてほしい
との意見が、 多くの瞳がい者団体、 家族会、 社会福祉法人からありました。 また、 増

設にあたっては、医療的なケアも含めて、障がいの多様化、重度化に対応できる施設
の希望も寄せられています。
日中活動系サービス以外では、 グループホームやケアホーム、 ショートステイの増

設を望む声がありました。

(2) 瞳がい者への災害時の対応の充実

平成 23年 3月 11日の大震災の体験があり、多くの社会福祉法人、家族会、瞳がい
者団体から、 災害から身を守るための対策についての要望がありました。･

具体的には、避難所における要援護者への配慮、避難所での災害対策用品の充実や
災害に際して自閉症やパニック障がいの方への理解を求める意見がありました。

(3) 瞳がいに関する啓発
障がいへの理解を、 教育の場も含めて強化してほしいとの意見がありました。
特に精神障がい者の家族会からは、精神疾患の早期発見、早期治療のためにも、啓

発活動の強化を望む声がありました。

=



灘◎踵いき瞳瀞蛾耆計画き

1 瞳がい者施策の体系 (施策目標と課題)

足立区では、 障がい者が安心して住み続けられるまちをめざして、 以下の 7 つの施策

の柱を掲げ 30の課題を体系化し、陣がい福社施策を推進していきますo

L【施策議題瀬会滲籏碇促進轢きき き}、さきふき で＼ ささくミ
トノ - l

課題 1 啓発 ･広報活動の推進
2 生涯学習の推進
3 自主的活動の場と機会の確保
4 スポーツ ･ レクリエーション活動の振興

課題 l 相談支援体制の充実 (基幹相談支援センターの整備)
2 発達瞳がい者 (児) の支援体制の確立
3 高次脳機能瞳がい者の支援体制の確立
4 在宅サービスの充実

粥 濃秀護原ビスの充実 鬮6 移動手段の確保
7 コミュニケーション手段の確保と情報提供体制の整備
8 地域における権利擁護システムの整備
9 地域自立支援協議会の推進

l【施策打き保健いき医療ぜ尋鞠の充実き、
‐ ~ ‐ し 、 l

課題 1 保健サービスの充実課題 1 保健サービスの充実
2 医療サービスの充実
3 保健 ･医療サービスを支えるネットワークづくリ

ト【施獺4,すご蛙競居産ぬ煽鱗確保雪 、 ｢ ん、バヨ
課題 1 グループホーム等の整備 重 点
2 公共住宅の整備と地域居住支援

国施嫌51 陣港ぬてき暁療欝宝支援翻りの整備 ･好
い き 、(よ 斗

課題 1 早期発見 ･相談体制の充実1 早期発見 ･相談体制の充実
2 早期療育 ･保育機能の充実
3 学齢期の教育と生活の充実
4 関係機関ネットワークの充4 関係機関ネットワークの充実

は旗鯖就き蔑鱗彗搦淺巍選と麓薦碇養子できこそ｢浮ぶさきざき選ぶきき≦ふさぎききI- 』-"一、- -
-‐ン

課題 1 就労の相談体制の強化課題 1 就労の相談体制の強
2 就労支援体制の充実
3 就労環境の整備3 就労環境の整備 厘三園

脳施讓,残虐ミツミ君ヴリニ社会実現の基盤整備すぎまち
＼--ネ コ ふき きさもも

才導きl
　 　 　　 　 　課題 1 福祉のまちつくりの推進
2 福祉人材の育成′
3 区民参加による地域福祉の推進
4 陣がい者への防災体制の確立
5 選挙等における環境整備
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2 施策における重点課題

区では、瞳がい者計画の期間 (平成 24~ 29 年度) において、 30 課題の中から以下

の 7項目を施策の重点課題とします。

(1) 相談支援体制の充実 (基幹相談支援センターの整備)

(2) 発達陣がい者 (児) の支援体制の確立

　
　

(3) 高次脳機能陣がい者の支援体制の確立

(4) 日中活動系サービスの充実 ,

f

(5) 移動手段の確保

(6) グループホーム等の整備

(7) 就労環境の整備
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2 施策 門司でln n と課題

社会参加の促進
圏施策の方向圏

瞳がい者が生活のゆとりと豊かさを実感するとともに、社会参加の機会を充実してい
くことが重要です。そのために、多様な活動の場の提供と、参加のための条件整備を積
極的に推進します。また、陣がい者についての区民理解を促進し、地域でいきいきと生

活できる環境づくりをめざします。

獅籍′ #会参加の促進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
障がい及び障がい者に対する理解は必ずしも十分とは言えません。 瞳がい者の権
利を守る視点から、 区民の理解と認識を深める啓発活動は大変重要です。また、 陣
がい者の社会参加を促進するためには、社会にある様々な障壁 (バリア) を取り除
き、その根幹となる心のバリアフリー化を広報活動をはじめとして交流 ･イベント ･

講座等、様々な方法を活用しながら推進します。

◆個別事業今

事業番号 事業名{所管課テナメ 二言事業内容こぎ対さ

1-ト1 広報活動
(陣がい福祉課 ･保健予防課)

あだち広報に瞳がい者特集号を毎年 1回掲載し、区民の理解と

協力を深める。また、足立区寺 ムページヘの掲載を積極的に

行い、広報活動を充実させる。
1‐1‐2 陣がい者週間記念事業

(瞳がい福社センター)

陣がい者週間 (12月 3 日から 9日) に合わせ、当事者団体と

の連携協力を図りながら記念事業を実施する。陣がい者の社会

参加の促進や、陣がい者への理解と認識を深め、共に生きる社

会の実現に向けて啓発する。
1‐1‐3 ｢瞳がい者のしおり｣

による情報提供
(樟がい福祉課)

障がい者福祉の制度や施策内容をわかりやすくまとめ、必要な

情報が必要な人に的確に伝わるよう、情報提供する。

14



障がい者が、生涯にわたって学習する機会に触れ、文化 ･スポーツ活動等を通じ

て、生活のゆとりと豊かさを実感するとともに、 社会参加を果たし、その成果を適

切に生かすことのできる社会を実現するために、情報提供及び活動の場の提供、参

加のための条件整備等を積極的に推進します。

◆個別事業◆

事業番号なさ!ご事業者(所管課) 事業内容てこ滿ふみふき

1‐2 4 生涯学習情報の発信
(地域文化課)

身近な施設である地域学習センターや生涯学習センターが

開催する講座やサークル活動を広報紙、木『ムページ、セン

ターのミニコミ誌などで情報発信しゞ 学びの場を提供する。

15

1 4‐4 地域への啓発･交流

事業
“章がい福祉課)

陣がい者施設を拠点に、各種交流事業を行い、瞳がい者や陣が

い者施設への地域の理解を深める。

14‐5 こころの健康フェス

ティバルの開催
(保健予防課)

こころの健康に問題が生じがちな思春期 ･高齢者などを含め、
広く区民にこころの健康づくりと精神疾患についての理解を

促すとともに、精神陣がい者の社会参加を促進する。
ト1-6 社会福祉講座の開催

(障がい福社センター)

青少年、陣がい者 (児) やその家族をはじめ、区民対象に、陣

がし、福祉全般の情報提供および学習の場の提供を目的に社会

福祉講座を開催する。
1- 1‐7 精神保健福祉講座 ･

講演会の開催
(保健総合センター)

こころの健康に対する正しい知識 ･情報を学校や地域に提供

し、共に生きる社会づくりを促進する。

トト8 陣がい別セミナーの

開催
(障がい福祉センター)

陣がい者やその家族、関係機関を対象に啓発、学習、情報提供

を目的として各種陣がい別セミナーを開催する。

14‐9 陣がい者理解のため

の学習機会の充実
(障がし、福祉課)

陣がい者に対する差別や偏見をなくし、陣がいと瞳がい者への

理解や認識を深める啓発活動として、教育機関との連携のもと

に、学校事業･校外活動等を通して、学習の機会を充実させる。



勉猾′ #会参加の俊雄觜

イネもぎ轉褻賞療競擬さ鑿蝉寒さきき≧そぐ＼ぎ祭轡きこぎ*きミきき蘂‐ -- -

陣がい者が、 当事者同士や地域の人々とのふれあいをさらに深め、 生きがいのあ

る地域生活が送れるよう、自主的な活動を支援します。
また、日常的な趣味 ･創作活動の場や、その発表の機会を増やします。

◆個別事業◆

事業番号 M .‐事業名(所管課) 事業内容"、

1‐3‐1 瞳がい者グループの

育成
(障がい福社センター･保健

総合センター ･精神瞳がい

者自立支援センター)

陣がい者が、陣がい特性に応じて当事者同士で交流を持ち、
趣味 ･創作活動等の自主的活動を行い、地域生活を豊かにす

るための瞳がい者グループの育成を図る。

1- 3- 2 陣がい者団体･自主的

活動グループの支援
(障がい福社センター ･保健

予防課 ･保健総合センター ･

精神障がい者自立支援セン

ター)

陣がい者福祉の増進を目的に運営 ･事業実施する陣がい者団

体や、陣がい者の社会活動 ･社会貢献活動の促進を目的に活

動している自主的なグループに対して、関連機関との連携し

ながら、技術支援をはじめとした多角的な支援を図る。

1‐3- 3 陣がい者作品展の実施
(陣がい福社センター)

障がい者週間記念事業 ｢陣がい者文化祭｣の一環として作品

展を開催し、日ごろの文化活動の成果を発表する場を提供す

る。
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1‐2- 2 地域のサークルや

団体との絆やふれ

あいの場づくり
(地域文化課)

地域で活動するサークルや団体が、陣がい施設などに出張

し、日ごろの活動成果を披露し、学びの社会還元を行う ｢ア

ウトリーチ型事業｣ を推進する。

1- 2- 3 陣がい者を支援する
地域活動の促進

(地域文化課)

地域活動団体や都立特別支援学校との連携をとおして、地域

社会に瞳がい者への支援活動への意識を高める。

1- 2‐4 陣がい者や高齢者等
に配慮した施設設備
(陣がい福祉課)

陣がい者や高齢者をはじめとするすべての人々の利用に配

慮し、安全で快適に利用しやすい公共施設の整備を促進す

る。



獲策/ 社会参加の短雄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
障がい者が一般のスポーツクラブ等で、 体力づくりに取り組むことは、 ハード ･

ソフト両面に課題があります。 また、 障がいがあっても気軽に楽しめ、 体力づくり

につながるスポーツの開発も、 重要な課題です。
そのため陣がい者がスポーツやレクリエーションを通じ、 体力づくり及び仲間づ

くりが自主的に行えるよう、体育協会や体育指導員、指定管理者などとの連携によ

り、様々な事業や指導者の育成を推進します。

◆個別事業◆

事樂番号 事業箸(所管課}: き蝨禁内寮 ぜ .
1- 4‐l 陣がい者のスポーツ

教室
(スポーツ振興課)

陣がい者の方が手軽にできるスポーツ (ファミリーテニス、

ファミリーターゲットポール、 水中ウオーキング、 健康体操

など)を実践することにより、運動の楽しさを味わいながら、
安全で継続的なスポーツ活動へとつなげる。また、ストレス

解消、体力づくりに加え、参加者同士の仲間づくりや情報交

換の場、機会の提供とする。

l‐4‐2 タートルマラソン大

会の推進

(スポーツ振興課)

タートルマラソン全国大会兼バリアフリータートルマラソ

ン大会は、陣がい者とともにだれもが楽しく参加できる健康

マラソン大会である。今後も同大会を積極的に推進していく

ことで、区民の健康維持と体力増進に寄与していく。

1‐4‐3 生涯スポーツポラン

ティア制度の推進
(スポーツ振興課)

スポーツ活動を安全かつ効果的に実践できる指導者養成を

行うため、各種講習会を開催し区民の生涯スポーツ活動を支

える。
-

/

0 公認スポーツ指導員養成講習会 (共通科目)

0 公認スポーツ指導員養成講習会 (専門科目)

･各スポーツ種目、 陣がい者対象の指導など

0 レベルアップ講習会
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1- 3÷4 障がい福祉館の活用
(瞳がい福社課)

各種施設 (視聴覚室、作業訓練室、機能訓練室、会議室等)

を貸し出し、陣がい者 ･家族 ･陣がい者支援を行うボランテ

ィア等の学習 ･活動の場の提供や交流を図り、在宅生活の充

実を図る。



回
地域生活支援孝一ビスの売襲
圏施策の方向圏

障がいの種別にかかわらず、また、陣がいが重くても地域で自立した生活を続けるこ

とができるよう、障がい者やその家族の様々なニーズに対応していくことが求められて

います。瞳がい者への意思決定の支援に配慮しつつ、社会福祉法人や本人 ･家族等の協

力のもと必要なサービスを適切に提供するため、瞳がい者相談支援体制の整備を進めて

いきます。
また、日常生活を送る上で欠くことのできない介護 ･介助、コミュニケーション等の

生活支援サービス、 ホームヘルプなどのサービスを充実します。

獺第“ 惣域生活史援ザーど又の充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

障がい者が地域で自立した生活を送るためには、相談支援体制を充実させること

が不可欠です。基幹相談支援センターには、総合相談 ･専門相談をはじめ権利擁護 ･

虐待防止事業を推進する役割が求められています。また、 困難事例や複合化した課

題解決のために、関係機関のネットワーク化にもこれまで以上に力を入れていきま
　　

ず。

足立区は、平成 24年度から障がい福社センターを基幹相談支援センターとして位

置づけ、指定特定相談支援事業者等と連携し、身近で質の高い相談支援をめざし、
重点事項として取り組みます。
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基幹相談支援センター

. ･ が
ぶ がぶ
郡編
蓉
と“
謙三
鯰 ぬ
義
鍼叱鞠 も 、““~ -総合相談･専門相談

(身体･知的･発達･高次脳･精神)

ワンストップ相談
ケアマネジメント虐待防止

　　 　　　　　　看護師 社会福祉士

　 　　･‐‐--･･【←‐･･.･･･一.･･.｣･･‘‐｣‐‘-]‐･･一･･.--‐‐‐--‐←--･･･｣‐･･“‐-･･･-‐･･.“-‐‐･････一一.･一レ･･･-“･･一･･.･

{“
‘
、t

※精神陣がい者の相談については、保健総合センターと連携して行う。

◆個別事業今

事業番号
、 “ “‘

‘ ･

事業名(所管課) ききご事業内容に

2‐1 4 基幹相談支援センタ

一 指定一般相談支
援事業所 指定特定
相談支援事業所の設
置恒
(瞳がい福祉課 ･陣がい福社

センター ･保健予防課)

基幹相談支援センターを設置し、陣がい専門の中核機関と

して、陣がい者 (高次脳機能瞳がいや発達陣がいを含む)

や施設等からの様々な生活支援、就労に関する相談、児童

(18歳未満)の発達に関する支援機能を充実させる。また、
地域移行支援や地域定着等の支援を含めて各種相談を行

う指定一般相談支援事業所や、サービス利用計画の作成等

を行う指定特定相談支援事業所を設置し、相談体制の充実

を図るo ･
24年度目標 基幹相談支援センター 1カ所

指定一般相談支援事業所 l0カ所

指定特定相談支援事業所 25カ所

, 29年度目標 基幹相談支援センター 1カ所

指定一般相談支援事業所 12カ所

指定特定相談支援事業所 29 カ所指定特定相談支援事業所

　
　
　
　
　

困難事例支援 、
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2‐1- 2 瞳がい者 (児) ケア

マネジメント

(陣がい福社センター ･福祉

事務所 ･保鰹総合センタ

ー ･保健予防課)

陣がい者 (児) の相談支援にかかわる各関係機関において、
陣がい者ケアマネジメント手法を用いて、基本相談支援を充

実するとともに、計画相談、陣がい児相談に対応しながら陣

がい者 (児) の地域生活を支援する。

2- 1‐3 ビアサポート相談
(陣がい福祉センター)

専門性を備えた障がい当事者に委託し、同じ目線で、陣がい

者の生活力を高め、自らがサービスを活用できるようになる

ことを目的とし、 援助 ･支援を行う。
2‐1‐4 身体瞳がい者 ･知的

瞳がい者相談員
(陣がい福社センター)

陣がい者やその家族等の民間協力者が、区からの委託を受

け、障がい当事者ならではの体験や経験を生かして相談 ･援

助を行い、 陣がい者の自立を支援する。
2‐1- 5 補装具相談

(陣がい福社センター)

補装具個別専門相談、補装具適合判定、補装具モデル書類判

定事業等の充実により、幅広い年齢層の補装具の身体や生活

上の適性向上、支給の円滑化をはかる。
2- 1- 6 民間瞳がい者施設の

相談支援
(障がい福社課)

区内の地域移行型入所施設が拠点となり、各週所型施設にお

いても瞳がい者にかかわる身近な施設で、生活や福祉に関す

る相談支援を行う。

　　　 　　　　　　　　　　　　　

とき議題選も多美嚢蓬麟蛾麟磁極淺蘋蘂黛巍藝ききどきささやきシト瞳蘋鮮
発達障がい者 (児) への総合的な支援を就学前期 ･就学期 ･成人期のライフサイ
クルに沿って継続的に進めます。 特に成人期の発達障がい者への支援は、これまで

取り組みが少なかった分野であるため、積極的に体制の構築に努めていきます。
発達瞳がい者への支援は他の障がい者の支援に準ずる形で実施されてきました

が、平成 22年の障害者自立支援法の一部改正で支援の対象であることが明記されま
した。 しかし、 その固有の課題への取り組みは十分ではありません。 発達障がいの

専門支援機関と連携し、総合的な発達障がい者相談支援体制の確立をめざし、重点

的に取り組みます。

※発達陣がい者に関する事業は、横断的な取り組みが必要なため、本施策内の他課

題や他の施策にもまたがっています。施策 5 ｢障がい児療育 ･支援体制の整備｣ 施

策 6｢就労支援の充実と雇用促進｣“こも発達障がいに関する事業を掲載しています。
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発達陣がい者 (児) 支援体系図

益 巖築センター
ハ0一ワーク

裸錠総合センター
特別支援学校

基幹相談支援センター
特定相談表澱 ･就労相談

医療攪闘 保健総合センター

基幹相談支援センター
障害児相談支援 .

保健総合センター

毫門支援畿閼基幹相談支援センター
障害児相談支援 サ- ヒス

提供事業所教育相談センター

専門支援購関
児薑発達

支援事業児童発進
支援事業

※専門支援機関…発達陣がい者 (児) に対し、 新たに必要となる支援を行う機関

今個別事業◆

事業名Y(所管課) 事業内容及び目標箋漿番号
2- 2‐l 発達陣がい者支援体
制の充実
(璋がい福社センター ･

福祉事務所)

乳幼児から成人まで切れ目のないライフサイクルに沿った

相談機能を検討し、専門支援機関と連携しながら相談支援、
就労支援、発達支援、情報提供等を一貫して行う相談支援体

制を構築する。
2‐2‐2 成人期発達陣がい者

.への対応

(障がい福社センター)

区内関係機関と連携しながら、成人期発達陣がい者への相談

体制を確立していく。
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薙籍“ 雑域凖蒲変援サービスの充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
高次脳機能陣がい者の支援体制は、発達瞳がい者への相談支援体制と同様、個別

の取り組みが充分に行われていない分野でした。 しかしながら足立区は他の自治体

に先駆け、高次脳機能障がい者のための訓練コースの設置、家族会を母体とした地

域活動支援センターの開設、保健 ･医療 ･福祉の連携による ｢高次脳機能障がい関
係機関連絡会｣ の運営など、 区全体でシステムづくりを進めてきました。 今後は、
若年から高齢までの幅広い年齢層それぞれのライフステージに合った支援を提供で

きるよう重点課題として取り組んでいきます。

※高次脳機能陣がい者に関する事業は、横断的な取り組みが必要なため、本施策内

の他課題や他施策にもまたがっています。 施策 6 ｢就労支援の充実と雇用促進｣、
施策 7 ｢バリアフリー社会の実現の基盤整備｣の課題 2にも高次脳機能陣がい者に

関する事業を掲載しています。

高次脳機能陣がい者支援の
既存サービスの充実と今後の事業 く今後 >

医療機関と遠携し、
診断と回復段階に
応じた診療体制相談支援体制

生活相談の売薬
就労相談の充実

グループホーム
ケアホームの整備

　　　　 　 　　
′ ‐-工′~"-{′＼ -　　　　　　　　 　　　　　　　
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◆個別事業◆

事業番号 事業名(所管課) ,事業内容及び目標

2‐3 4 高次脳機能陣がい者
に対する専門相談の

場の充実

(障がし、福祉課)

高次脳機能陣がい者は回復段階に応じた継続支援が必要

となることから、生活相談、就労準備相談、家族支援の充

実を図る。

数鼾“ 雑域釜渚支援ザーとヌの充窕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
陣がい者が地域で自立した生活を送るため、 障がい福社計画に基づき、 必要とす

る居宅系サービス等を整備していきます。 また、 区は、 社会福祉法人、 N P O 等各

種団体や民間事業所等と協働しながら、瞳がい者に対する支援を推進します。
(在宅サービスについては、 サービスの量と質を確保するために、 第 3 期瞳がい福

祉計画に基づきサービスの基盤整備を行っていきます。)

◆個別事業◆

事業番号 事業者(所管課) 事業内容

2- 4‐1 居宅介護 (ホームへ

ルパーの派遣)
(福祉事務所 ･保健予防課)

介護が必要な世帯に、 ホームヘルプサービス (自宅で入浴、

排せつ、食事等の介護) を提供する。また、区内民間事業所

と連携を密にし、 サービスの質や量の充実をめざす。

2- 4‐2 重度訪問介護
(福祉事務所)

常に介護を必要とする人に、自宅における入浴、 排せつ、

食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行い、
生活を支える。

2‐4‐3 行動援護
(福祉事務所 ･保健予防課)

知的陣がいや精神陣がいから自己判断能力が制限されてい

る人が行動するときに、危険を回避するために必要な援護、
外出時の介護を行い、行動範囲の拡大に努め、陣がい者の生

活の充実をめざす。
2- 4‐4 重度障害者等包括支援

(福祉事務所)

常に介護を受ける必要性が著しく高い人へ、居宅介護その他

のサービスを包括的に提供する。

2‐4- 5 同行援護
(障がい岡蝮課 ･福祉事務樗弗

視覚陣がい者の外出や移動を支援することで、社会参加を広

げ暮らしの充実を図る。
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2‐4- 6 短期入所 (ショート

ステイ)
(福祉事務所 ･保健予防課)

介護者の病気などにより自宅で介護を受けられない場合な

どに、短期間、施設において入浴、排せつ、食事の介護など

を夜間も含めて行う。また、民間事業者への情報提供を行い、

事業所の設置を推進していく。

2‐4‐7 日常生活用具給付

(福祉事務所 ･保健予防課)

日常生活の便宜を図るための用具を給付する。

2- 4‐8 補装具費の支給
(福祉事務所)

陣がい者等の身体機能を補完 ･代替し、長時間にわたり継続

して使用される補装具について、購入費用や修理費用を支給

する。

2- 4‐9 住宅設備改善費の
給付
(福祉事務所)

在宅の重度身体陣がい者に対して、居住する家屋の玄関等、

住宅設備の改善に要する費用を助成し、日常生活の利便を図

る。
▼

2-4‐10 緊急あずけあい

(障がい福社課)

保護者や家族の疾病等で一時的に陣がい者の保護を必要と

する場合に指定団体会員相互等で行われるあずけあいに対

し、助成を行う。

2‐4 4 1 難病患者等ホーム

ヘルプサービス

(福祉事務所)

介護が必要な難病患者の世帯に、ホームヘルプサービス (自

宅で入浴、 排せつ、 食事等の介護) を提供する。

2‐4‐12 難病患者等日常生活

用具給付
(福祉事務所)

難病患者等に、日常生活の便宜を図るための用具を給付す

る。 '

2‐4 4 3 難病患者緊急一時入院

(保健予防課)

難病患者等の介護者が疾病等により介護ができない場合に、

緊急一時入院事業を紹介する。

2‐4‐14 生活訓練 (高次脳機
能陣がい者対象)

の充実
(障がい福社センター)

高次脳機能障がい者の生活能力改善、社会参加支援のため

に、専門訓練職員の充実や適所定員増を行い生活訓練適所事

業を拡充していく。

2-4 4 5 公開療育

(瞳がい福社センター)

在宅または施設を利用している重度の陣がい者に対して、身

体機能の維持や生活の改善を図ることを目的として専門講

師による療育事業を行う。

2-4‐16 移動支援従事者養成

研修の実施
(終章がい福社センター)

東京都の研修事業 (知的課程) の指定を受け、移動支援従事

･者養成研修を行うことで、知的陣がい者の社会参加を促進す

る。

2‐4‐17 訪問入浴
(駈章がい福社課 ･福祉事務所

入浴が困難な住宅の重度身体陣がい者に、訪問による入浴サ

ービスを提供する。

2‐44 8 陣がい者訪問理美容
(陣がい福祉課 ･福祉事務所

店舗での理髪 ･美容が受けられない重度陣がい者に、訪問に

よる理美容サービスを提供する。

2‐4 4 9 緊急通報システムの

設置
(障がい福社課･福祉事務所)

ひとり暮らしの重度陣がい者などの緊急事態に対応するた

め、消防署等への通報システムを設置する。
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麓漿! 雄域生活史凄サーとヌの秀美

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
瞳がい者が地域で充実した生活を送れるよう、様々な手法により適所施設等の基

盤整備に重点的に取り組みます。 特に、特別支援学校卒業生や重度障がい者等の受

け入れを確実に進めるために、状況の推移に対応した着実な施設整備を行っていき

ます。

また、需要の増加が見込まれる短期入所施設や放課後等デイサービス施設につい

ては、 民間事業所等に働きかけ供給基盤の整備に努めていきます。
(日中活動系サービスついては、 第 3 期障がい福祉計画に基づき、サービスの基盤

整備を行っていきます。) さらに障がい者一人ひとりが、日中活動系サービスを通し

て、 リハビリテーションの理念に基づき、 自らが持つ能力を伸ばし、 あるいは維持

できるようサービス内容の質の向上に努めていきます。

25

2-4‐20 身体陣がい者補助大
の給付

(障がい福社課 ･福祉事務所)

視覚 ･聴覚 ･肢体不自由の瞳がい者の生活を支援するため、
盲導犬 ･聴導犬 ･介助犬を給付する。

2-4‐21 紙おむつ等の支給

(高齢サービス課)

重度の心身陣がい等から排尿 排便が困難な高齢者や陣がい

者で、重度心身障害者手当 (都) または特別障害者手当 ･障

害児福祉手当 (国) を受給している方に、紙おむつ等を支給

する。

2‐4‐22 車いすの貸出

(社会福祉協議会)

一時的に車いすが必要な方へ、 車いすの貸し出しを行う。

2‐4‐23 福祉機器等の展示
(陣がい福社センター)

陣がいを補うための福祉機器や、日常生活を便利にする福祉

用具の情報を収集するとともに機器をわかりやすく展示す

る。実際に試せる機会も提供し、 必要に応じて専門スタッフ

や陣がい当事者が説明を行う。
2‐4‐24 家庭訪問指導

(保健総合センター)

瞳がい者の家庭を直接訪問して、相談を受けることによって、

早期の受診や治療の継続、社会参加をすすめるとともにv家

族支援も図る。
2‐4‐25 障がい者トワイライト

事業
(陣がい福祉課)

夕方から夜間、陣がい者を対象に食事、入浴を伴う活動を行

う団体や法人に対する支援を検討する。

2‐4‐26 裁判員制度家族支援
事業 ‘

印章がし、福祉課 ･保健予防

課 ･福祉事務所)

瞳がい者等を介護する家族等が裁判員に選出され、一時的に

見守り等の支援が必要な陣がい者等に対して、移動支援サー

ビスや日中保護サービスを提供し、 裁判員制度への参加を促

進する。



令個別事業◆

事業番号 事業名(所管課) 事業内容

2- 5‐1 療養介護事業
(瞳がい福祉課)

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、
療養上の管理、看護、 介護及び日常生活の世話を行う。

2- 5- 2 生活介護事業
(障がい福社課･像博予防課)

常に介護を必要とする人に、 昼間、 入浴、 排せつ、 食事の

介護等を行うとともに、創作的活動または生産活動の機会

を提供する。
2‐5‐3 自立訓練事業

(陣がい福祉課･陣がい福社

センター ･保健予防課)

機能訓練 脳血管瞳がし、等で体に後遺症がある人に、一定

期間、身体機能または生活能力の維持 ･向上のために必要

なリハビリテーションを障がい福社センターで行う。
生活訓練 :知的 ･高次脳機能陣がい ･精神陣がい者の人に、
様々な活動プログラムを通し自立した日常生活を営むため

必要なリハビリテーションを行う。
2- 5‐4 就労移行支援事業

(障がい福祉課･保健予防課)

一般企業等への就労を希望する人に、 一定期間、就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。
2‐5‐5 就労継続支援事業

(障がい福社課･保健予防課)

一般企業等での就労が困難な人にミ働く場を提供するとと

もに知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。雇用

契約によるA 型と利用契約による B 型がある。
2- 5舳6 地域活動支援センタ

-事業
狙撃がい福祉課･精神陣がい

者自立支援センター)

創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交流等

を行う。

2- 5- 7 通所施設･短期入所施

酸･放課後等デイサー
ビスの設置促進
(陣がい福祉課)

通所施設 ･短期入所施設 ･放課後等デイサービスについて、

設立運営にあたる社会福祉法人やN P O 法人等に、各種情

報提供等の支援を行い、 その設置を促進していく。

2‐5- 8
児童発達支援センタ

一及び児童発達支援

事業所の整備
(樟がい福社課)

適所利用陣がい児やその家族を支援する地域における通所

支援機能と相談支援や保育前等訪同文暖の地域支援、医療

機能等を提供する児童発達支援センター及び児童発達支援

事業所 (放課後等デイサービスを含む) を整備する。
24 年度目標 29 年度目標

児童発達支援センター 3 ヵ所 3 ヵ所

児童発達支援事業所 5 ヵ所 12ヵ所

2‐5‐9 小規模作業所
(陣がい福祉課)

施設運営の安定化をはかるため、東京都包括補助事業での

心身障害者通所授産事業から障害者自立支援法に基づく施

設に移行する。 (4カ所)

2-5‐lo 福祉サービス第三者評

価制度の推進
(瞳がい福祉課 ･保健予防諜)

福祉サービスの第三者評価制度に積極的に取り組み、瞳が

い者のサービス利用を支援するとともに、 サービスの質の

向上を図る。
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2‐5‐= 施設等職員の共同研

修の実施

(瞳がい福社センター ･保健

予防課)

適所施設職員等の処遇水準 ･技術の向上のため、職員研修

を実施する。

2-5‐12 通所事業における医

療的ケアの体制整備
(瞳がし、福祉課)

日常生活を送る上で医療的ケアが必要な陣がい者に対し

て、適所施設で医療的ケアを受け入れるための支援体制を

整備する。
2‐5‐13 脳血管陣がい、高次脳

機能陣がい者の作業

所の整備
(瞳がい福社課 ･障がい福社

センター)

既存のサービスでは対応しきれない若年から中高年の脳血

管陣がい者や高次脳機能陣がい者などの中途陣がい者を対

象にした就労準備支援を行う作業施設の整備を検討する。

2‐6 4 4 足立陣がい者相互支

援ネットワーク会｢A

ふらんき｣
“章がい福社センター)

区内障がい者施設の連合体で、 ネットワークの利点を活か

し、施設それぞれの得意な作業や自主製品の受注販売等を

行っている。 会利用者の、 工賃アップや、 共同製品受注 ･

受注先開拓などへの支援を行う。

*自立支援協議会の部会に位置づける。
2‐5 4 5 障がい福社施設連絡

会
(陣がい福社センター)

区内の陣がい福祉施設が、利用者への支援および福祉サー

ビスの質の向上、職員の資質向上をめざし、研修 中吉報交

換等を実施し、施設間相互の有機的ネットワークを構築す

る。

*自立支援協議会の部会に位置づける。
2-5- I6 既存施設利用型重心

通所施設の設置
(瞳がい福社課)

既存の生活介護施設を活用し、 中度レベルの医療的ケアを

伴う支援を実施するため、既存施設利用型重心通所の実施

を検討する。



恋繁グ 増域生活史蟹ザーどえの落籍

.きく癒さ壽嘲礎愛で講義誘導≦逝き鸚試ささ畿詠蹟薹糞廳
陣がい者が地域で充実した生活をし、社会参加をさらに推進していくためには、
移動手段の確保は不可欠です。 日中活動の利用、主体的な外出や移動を支援し社会

活動が広がるよう、瞳がい福祉計画に基づきサービス提供基盤の整備に重点的に取

り組みます。
なお、地域生活支援事業のひとつであった移動支援事業のうち、視覚陣がい者を

対象とした部分については、平成 23年 10月から障害自立支援法内の ｢同行援護｣

へ移行しました。

◆個別事業令

事業番号 ＼＼事業名〆(所管課) なき事業内容

2-6 4 移動支援事業･同行援

護(ガイドヘルパーの

派遣)
(陣がし、福祉課･福祉事務所)

屋外での移動が困難な陣がい者等についてV社会生活上不

可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための外出ができ

るよう支援を行い、地域における自立生活及び社会参加を

促す。

2- 6‐2 陣がい者福祉適所バ

ス連行事業
揮章がい福祉課 ･陣がい福社

センタ - )

公共交通機関利用が困難な陣がい者が、施設で活動できる

よう迩所パスを運行し、 施設への移動手段を確保する。

2- 6‐3 福祉有償運送の推進
(軽章がい福社課)

N P O 法人や社会福祉法人などが、高齢者や陣がい者など

一人で公共交通機関を利用して移動することが困難な人

を対象に行う、ドア ･ツー ･ドアの有償移送サービスを推

進し、移動支援と社会参加の促進を図る。
2- 6‐4 外出支援事業

(瞳がい福祉課 ･福祉事務所)

福祉タクシー券給付、自動車燃料費の助成、三輪自転車等

購入費の助成、自動車運転免許取得費用の助成を行い、陣

がい者の社会参加の拡大を図る。
2‐6‐5 自動車改造費等助成

事業
(障がい福祉課 ･福祉事務所)

身体陣がい者が就労等に伴い、自動車を取得し改造を行う

場合、操向装置及び駆動装置の改造に要する費用の一部を

助成し、就労等を支援し、自立活動及び社会参加の促進を

図る。
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薄紫“ 地域凖!拝受鐸テーと又の務窕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
視覚障がい者や聴覚障がい者等が、 コミュニケーション手段を確保し、 必要な情

報を入手できるよう、手話通訳者等の派遣や、点訳 ･朗読等のサービス提供などの

事業を促進します。 また、視覚障がい者等に、情報通信支援用具を日常生活用具と

して給付し、 情報バリアフリーを推進していきます。

今個別事業◆

事業番号 ･学事業者{所管課) 事業内容; %

2‐7 4 コミュニケーション

支援事業 (手話通訳
等の派遣)
(瞳がい福社課 ･社会福祉協

議会)

聴覚、言語機能、音声機能、 視覚その他の陣がいのため、

意思疎通を図ることに支障がある陣がい者等にコニュケ

ーションを図るため手話通訳者や要約筆記者の派遣等の

支援を行う。

2- 7- 2 福祉薑話鼓直事業
(陣がい福祉課 ･福祉事務

所)

ひとり暮らしの重度心身陣がい者等の安否の確認、相談連

絡、孤独感の解消と、社会参加を図るために、電話を貸与

するとともに電話料金の一部を助成する。

2‐7‐3 多様な手法での情報

提供
(瞳がい福祉課 ･保健予防

課)

陣がい施策や各種福祉サービスなど、.
陣がい者が必要とす

る情報を、陣がい特性に配慮した手法でわかりやすい情報

提供を行うとともに、 各施設のホームページ開設等も支援

,する。

2‐7‐4 S P コー ドの添付

(陣がい福祉課)

視覚陣がい者用音声読み上げ装置に対応したS P コード

を、利用者の要望を聞きながら通知 ･文書等に添付し、 視

覚陣がい者への情報提供の一助とする。

2- 7- 5 情報通信文援用具
(陣がい福祉課 ･福祉事務

所)

視覚陣がい者等の情報バリアフリーを支援するため、 O A

周辺機器を情報通信支援用具として給付する。
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獅漿“ 雑域凖渚も支援テーとヌの秀奨
- - ざじ ききき き,毒さゞ‐さきぷ い

しごね なさゞ マピ “ き こゞ 入るそこ導きよせ掛る望みおき濃密言
.一･難 曲 o＼,鵯皺!些愈並ぼ塾き蟻韓r壗錘ミヴ盆淡･水簸癰いきこもコユち¥ささいなどまぜ好きき窓-ゞ識適導者趣甥料の鴇毎鰹側-翅議そ“寿ぎ鴦 W 響醇 mたち二元ゞ ＼鰐罪巍させ嚇さゼ詩辞そタN Y 、いいふ とき- き せ だ さ“ざら" 増 せ "ざくざく翳 す、 さぞふき対さ さぞゞいは,野中'絲でし▽‐" ･-れゞ ･、、ハ

.、 -- 、 - - - - マダ

陣がい者の自己決定を最大限に尊重し、権利擁護に関する諸制度や社会資源が必

要とする障がい者の方々に活用されるよう、地域社会における権利擁護活動を推進

していきます。 また、 消費者としての瞳がい者の法的権利の遂行を支援します。

◆個別事業今

事業番号 き事業者(所管課) 事業内容

2- 8- l 瞳がい者権利擁護シ

ステムの構築
(陣がし、福祉課 樟がい;蟇祉

センター ･福祉事務所 ･保

健予防課)

陣がい者の権利侵害や虐待に関する相談、障がい福祉サー

ビスに関する苦情、成年後見や権利擁護に関する様々な制

度が活用できるシステムを構築する。

2- 8- 2 福祉サービス苦情等解

決委員会に関する事業
(高齢サービス課 ･権利擁護

センターあだち)

区民が利用する福祉サービスに対する苦情等を公正かつ

中立な立場で迅速に処理する機関を設置し、サービスと顧

客満足度の向上を図る。

2‐8‐3 成年後見制度の利用

支援
(陣がい福社課 ･障がい福社

センター ･福祉事務所 ･保健

予防課 ･保健総合センター.･

権利擁護センターあだち)

障がい者に関わる成年後見制度の啓発や、成年後見制度利

用支援事業の利用促進を図る。また、陣がい者の成年後見

制度に関する専門相談窓口の体制整備を行う。さらに、陣

がい者に対応できる社会貢献型後見人の育成も行ってい

くo

2‐8- 4 地i篝醒副吐斐権利事癪護事業
(権利擁護センターあだち)

地域生活の中での福祉サービスの利用やそれに伴う日常

的金銭管理に関する援助を必要とする者と契約し生活支

援を行う。

2‐8‐5 陣がい者虐待防止事業
(樟がい福祉課 ･保健予防

課 ･福祉事務所 ･保健総合

センター)

瞳がい者虐待防止法に基づく、陣がい者虐待防止センター

機能の構築と、地域のネットワークづくりを行う。

2‐8‐6 消費者教室(講師派遣

出前講座) の開催
(産業政策課消費者センター)

瞳がい者施設とや陣がい者団体等と連携して消費者教室

(講師派遣出前講座) を実施し、障がい者の消費者として

の利益の擁護を図る。
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獲策! 地域生活史援テーと文の落髪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
足立区では、 かねてより区内の障がい者や関係機関、その他の関係者による相談

支援ネットワーク会議を設置してきました。 これを平成 21′年度発展的に再編し、 現
･

在に至っています。今後は、部会や地区会議の活性化を図り、足立区での障がいに

関係する諸課題を発見し、 協議し、 政策へ反映させていきます。

地域自立支援協議会のイメージ
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2‐8- 7 地域包括支援センタ

- ･介護事業所 ･瞳

がい者施設への情報

提供
(産業政策課消費者センター)

地域包括支援センター連絡会 ･介護リ ビス事業者連絡協

議会との連携による情報提供と、消費者被害未然防止のた

めの ｢見守り通信｣ を発行し、各事業所と連携して見守り

の強化を図っていく。



◆個別事業◆

事業番号 事業名(所管課) 事業内容

2‐9 4 地域自立支援協議会
の推進

(障がい福社センター、保健

予防課、 瞳がい福社課、福

祉事務所)

区内の関係機関 ･団体、 事業者、 医療 ･雇用 ･教育の関係

者が地域の課題を共有し、地域の支援体制を協議する場を

整備します。

分野別の部会や福祉地区連絡会をさらに充実させ、個別の

事例から地域課題共通の課題までを共有し、瞳がい福祉施

策へ活かしていきます。
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圓
保健田医療孝一ビスの売薬

鬮施策の方向圏

陣がい者の自立と社会参加を考えるとき、瞳がい者の健康づくり“ま欠かせません。そ
こで、健康についての正しい知識の普及をはかるなど障がい者の健康づくりを進めます。
障害者基本法の改正内容にも ｢陣がい者の状態及び生活実態に応じ、医療 ･介護 ･保
健 ･生活支援その他の自立のための適切な支援を効ナられるよう必要な施策を講じなけ
ればならない｣ という内容が加えられました。
陣がい者の医療体制を整備 ･充実し、疾病の早期発見 ･早期治療に努めるなど保健施
策を充実し、瞳がい者の健康について総合的な増進を図ります。
特に精神障がい者は陣がいが固定していないという障がい特性から、保健 ･医療面の
支援がより重要になります。

勉猾, 像忽 ･震療ザーとズの充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
陣がいを持っても健康で暮らせるようるこ、 障がい者への健康づくりをすすめてい

きます。 健康についての正しい知識の普及を図ります。 陣がいのある方やその家族
からの各種相談に応じ、助言 ･指導および関係機関への連絡 ･紹介等を行うことに
より、 障がい者が地域において安心して生活できるよう支援しますb

◆個別事業◆

事業番号 事業名(所管諜報 ＼ ゞ事業内容事業番号 事業名(所管課報 き事業内容
3‐1‐1 健康関連情報提供の
充実
(障がい福祉課 ･保撻予ほ堀爵

健康についての正しい知識の普及を行う。 瞳がいや疾病に

伴う健康へのリスクを理解できるようにして、目立と社会

参加をすすめる。
3‐1‐2 福祉施設への健康数

育の実施
(保健総合センター ･瞳がし、

福祉センター)

区内の遍所訓練施設などの福祉施設において、本人向けお

よび職員、家族向けに専門職が健康教育を実施し、生活習

慣病や感染症等の予防に努める。

3 4 ‐3 保健福祉相談 ･関係

機関連絡
(野寮がい福社課 ･保健予防

課 ･保健総合センター)

当事者 ･家族 ･地域の人が安心して暮らせるよ 引こ、予防 ･

受診から社会復帰まで総合的に援助 ･相談を行う。
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葱籍, 保健 ･国療ザーと文の充実

熟議薹“
、蒔
獺蝨総轄皺 寝せさきさきふきき梵

がい者の疾病の早期発見･早期治療につとめます。医療体制を整備･充実し瞳
がい者の健康について総合的な増進を図ります。 また、地域の医療 ･福祉機関と連

携を図り保健指導を充実します。

◆個別事業◆

事業番号 ノ事業名(所管課) 事業内容

3‐2‐1 かかりつけ医
(衛生管理課 ･保健予防課)

地域医療を推進するとともに、健康相談や早期治療ができ

るように相談 ･情報提供を行う。
3- 2- 2 陣がい者 (児) 歯科

診療体制の整備
(健康づくり課)

一般の診療所で受診することが困難な瞳がい児に対して、

身近なところで歯科診療を実施し、口腔状態の改善を図

る。

3- 2- 3 自立支援医療 (精神
科通院)
(保健予防課)

精神陣がい者の通院医療費を助成し、医療費の軽減を図る

ことで、長期にわたる治療の継続を支援し、疾病の悪化を

防ぐ。

3‐2- 4 精神懐睫相談･うつ相

談･思春期相談の充実

(保健総合センター)

こころの健康問題や不登校 ･ひきこもりなど思春期関連の

相談について専門医による粒蒙れ功員や指導を行う。

3‐2‐5 地域精神ケア会議
(保健総合センター)

地域における複雑困難事例等について、関係機関が連携し

て課題解決を図ることを目的に精神科専門医師のもとに

検討会を実施する。

34

3 4 -4 精神陣がし、者デイケア
(保健総合センター)

思春期の問題や精神陣がいを抱える人がその有する能力

や適性に応じ、自立した日常生活 ･社会生活を営むことが

できるよう、生活訓練の場としてデイケア事業を実施して

いる。

3‐1- 5 ねたきり予防事業
(保健総合センター)

高齢者や在宅の陣がい者が定期的に身近な施設に集まり、
仲間と楽しく転倒予防体操や交流学習等を行うことで寝

たきりや認知症を予防する。
3‐1‐6 アルコール関連相談

(保健総合センター)

アルコール依存症の当事者や家族の回復を促進するため、

相談を実施する。



恋策, 傑忽 ･筵寮ザーとスの秀実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入院医療中心･から、地域における保健 ･医療 ･福祉を中心とした施策を推進する

ため、 関係者間の交流を図り、 ネットワークを構築します。

今個別事業◆

事業番号 事業者(所管課) 事業内容

3-3‐1 精神陣がい者社会復
帰施設への支援

(保健予防課 ･保健総合セン

ター)

民間の精神障がい者通所芸三 協ごこ･グループホーム等の運営

主体に対し、専門的立場から運営支援を行う。

3‐3‐2 精神陣がい者家族
会の支援
(保健予防課 ･保健総合セン

ター)

瞳がい者の家族に対して陣がい特性や社会復帰についての

学習の機会を設け、家族全体の健康づくりをすすめる。

3‐3- 3 足立区地域精神保健

福祉連絡協議会
(保健予防課) .

地域精神福祉活動を効果的に推進するため、関連機関の連

携 ･調査 ･提言箒により、地域精神保健福祉活動の計画の策

定について協議する。

3‐3‐4 精神保健福祉情報ネ

ツトワ｢ク連絡会
(保健予防課･保健総合セン

ター)

関係機関が精神保健福祉について情報交換を行い、ネットワ

ークにより協力して活動し、陣がい者の多様なニーズに身近

な地域で対応できるようにする。

3-3 -5 アルコールネットワ

ーク連絡会
(保健予防課 ･保健総合セン

ター)

アルコール関連問題事例を関係機関と協働し解決するとと

もに、職員の技能向上および関係機関との連携強化を図るこ

とを目的にネットワーク連絡会を実施している。また、アル

コール依存症にとどまらず、広く薬物等の依存問題に対する

啓発 ･相談活動を検討する。
3- 3- 6 通所施設を支える医

療ネットワークへの

支援
(樟がい福機課 ･保健部堀爵

通所施設利用者の重度陣がい者が増えており、適所施設にお

いても医療面での支援が重要になっている。施設内での医療

的なケアを支えていくため、適所施設と医療機関とのネット

ワーク構築を図っていく。
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事業番号 3 - 3 - 3

足立区地域精神保健福祉連絡協議会のイメージ

精神瞳がい者を支えるために、様々な機関とのネットワークづくりを推進しています。

医師会
保健総合センター

精神科病院
精神科診療所

地域における精神保健福祉活動を

総合的かつ効果的に推進するために、
　 　　 　　 　　　　　　

足立保健所に協議会が置かれています。

グループホーム

連絡会 精神陣がい者 -
- ‐ 警察署

‐ J社会福祉協議会う
自立支援センター -
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圓
地域居住の場の確保
囮施策の方向圏

陣がい者が地域で生活をしていくためには、瞳がい者の生活様式に配慮された住宅を

整備することが必要です。重度の障がい者でも、少人数で家庭的な雰囲気の中で、必要

な援助を受けながら安心して地域で生活できるよう、グループホームなどの多様なケア

付き住宅等の整備に取り組みます。

国の方針に基づき、足立区においても入所施設からの地域移行を積極的に進めて

います。 この地域移行を進めるには、通所施設における有効な訓練と合わせて障が

い者の住まいの場としてのグループホーム等の整備が不可欠です。
瞳がい者が地域で自立した生活ができるよう、地域居住の場としてのグル｣ プホ

ーム ･ケアホームの整備については、設立主体となる社会福祉法人やN P O 等に積

極的に情報提供を行い支援します。今後需要が多くなると予想されるグループホー

ム等の整備について重点的に取り組みます。

◆個別事業◆

事案番号 鱗ゞ業者(所管課) き事業内容

4‐l- 1 身体陣がい者福祉ホ
ームの運営
(瞳がい福社課)

身体陣がい者の地域生活を支えるための身体瞳がい者.福

祉ホームを、 大谷田陣がい福祉施設内で運営する。

4‐1‐2 知的 ･身体 ･精神陣が

い者グループホーム ･

ケアホームの設置促進

(庫がい福祉課)

区内社会福祉法人等によるグループホームやケアホーム

の設置について、各種情報提供等の支援を行う。
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轉轢き滋轢妻翻鱒籍議蟻簾導き*議さ"ミ熟認識!
公共住宅の供給主体に対して、住宅のバリアフリー化や優先入居等を要請するな

ど、陣がい者が利用しやすく、地域生活を営みやすい住居の確保に取り組んでいき
ます。

◆個別事業今

事業番号 ,事業名 (所管課) 事業内容ナ

4‐2 4 バリアフリー仕様の都

営住宅の建設促進(都)
(樟がい福祉課) .

都営住宅等の建て替え時に、車いす使用者などの身体障が

い者が利用しやすい住宅建設の促進を、東京都へ働きかけ

る。 ･

4‐2- 2 既存公共住宅の整

備の改善促進
(障がい福祉課)

高齢者や陣がい者のために、スロープや手すりの整備 (バ

リアフリー化) やエレベ ターの設置など改善を促進す

る。

4‐2- 3 入居への優遇制度の
充実 (都、公社、 U R )

(住宅 ･都市計画課、陣がい

福祉課)

募集に際して、陣がいの程度や住宅困窮度に応じた優遇制

度を充実するよう、都、 公社、 U R に要請する。

4- 2- 4 生活しやすい区営住

宅の供給促進
(住宅 ･都市計画課)

区営住宅の建て替えや改修の際に、 エレベーター設置を検

討するなど、陣がい者に配慮した生活しやすい区営住宅の

整備を促進する。
4 - 2‐5 住宅改修の支援

(福祉事務所)

身体瞳がい者の在宅生活が可能となるよう、必要な住宅設

備改造費を助成する。
4‐2‐6 陣がい者への住宅紹

介事業の検討
(瞳がい福社課 ･樟がい福社

センター)

地域への居住を希望する瞳がい者へ、適切な住宅に係る情

報提供を行う体制について検討する。
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圓
陣がい児療育囲支援体制の整備

圏施策の方向圈

陣がい者が地域における自立した生活を実現するためには、乳幼児期から、学齢期 ･

青年期に至る成長過程で、地域や社会で生きる力を獲得していくための援助を、適切か

つ継続的に行うことが大切です。そのため、できるだけ早い時期から、一人ひとりの障

がい児とその保護者に対する相談と支援の場を整備します。また、発達瞳がい等の瞳が

い児の支援を強化していきます。
障がい児の社会的自立を促進するため、同世代の子どもたちとの交流の機会を保障す

るとともに、教育 ･保健 ･福祉のみならず、保護者の就業保障の観点も含み、各分野の
連携を密にしながら、 障がい児とその家族を支援する体制の整備に努めます。

獺浚う 獺拶鯵雍療育･支援佑翔の整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様々な健康診査や気づきのしくみ等を通じて、 障がい (発達瞳がいを含む) や発
達に遅れのある子どもを早期に発見し、乳幼児期の健やかな成長を促す体制を整備
します。 また、 すべての子育て家庭が、 安心して、 楽しく子育てができるよう、 気

軽に相談できる子育て相談から、言語 ･心理等発達に関する専門相談まで、子育て
支援に係る相談体制を充実します。

府議家
庭 i

【一次的相談】 る保健総合センター ＼

･ゾ寿ぎくL

ことも家庭支援センター ･こんにち‘掘モちゃん訪問

.子育てに関する総合相談
‐3 ~ 4 か月児健康診査
･6 か月児 ･9 か月児健康診査
･1歳おか月児健康診査

, ＼ 3歳朧康診査 ノ

{医療機関}

黎鰹薊
ことも家庭支援センター
･子育てに関する総合相談 保育園

、

黎岸こども園
幼稚園

【主な相談 (就学前) の流れ】 子育て家庭

　
'‘-
-
-
- -
!‘
-
-
-茎
← -

教育相談センター

･教育相談 足立区陣かい福祉センター J 北療育医
幼児発達支援室 ｢ひよこ｣ “ 城北分団･就学相談 ≠ほ凱浄 うめだ ･あげほの学園
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今個別事業◆

事業番号 事業名(所管課) 事業内容

5 - 1- 1 乳幼児健康診査
(保健総合センター)

乳幼児健康診査 (3 ~ 4 か月児、6か月児 ･9か月児、 1歳

6か月児、3歳児)を充実し発達の相談や陣がいの早期発

見と早期療育を図る。
5‐l‐2 母子健康教育 ･健康

診査の充実
(保健総合センター)

思春期や母親学級での健康教育や、妊産婦健診等母体の

健康管理により陣がいの予防に取り組む。

5‐f- 3 先天性代謝異常検査
(保健予防課)

疾病の早期発見を行い、早期に適切な対応を行う。

5‐1‐4 こんにちは赤ちゃん

訪問事業
(保健総合センター)

保健師、 助産師が乳児及びその保護者への訪問を行い、

発育 ･発達の相談に応じ、 母子の健康保持 ･向上をすす

める。

5- 1- 5 乳幼児経過観察健康
診査
(保健総合センター)

健康診査及び訪問 ･相談などから、経過観察が必要とさ

れた乳幼児に、定期的な健診や専門相談 (医師、心理相

談員等) を行い、成長 ･発達の支援と異常の早期発見を

すすめる。

5 4‐6 早期発見 (気づき)

のしくみ
(障がい福社センター･保育

課 ･子ども家庭課)

歳

者

が

、

な

4

護
ム

し

つ

尾を対象に気づきのチェック表 (保育の場面用 ･保

科) を記入する。 チェック表をもとに、 専門家チー

呆育現場にて行動観察を行う。結果を委員会で審議

呆護者に気づきを促し、就学を見据えた早期支援に

ヂる。

5‐1‐7 発達支援グループ

(保健総合センター)

乳幼児経過観察健康診査後の要観察児を対象にグループ

支援を行う。
5- 1~ 8 子育て相談

(こども家庭支援センター)

こども家庭支援センター等で行う区民が気軽に利用でき

る子育てに関する相談を実施する。また、保育園 保健

総合センター、 陣がい福祉センター、児童相談所等と連

携し、 総合相談を充実していく。

5‐f- 9 陣がい児療育 ･発達

に関する相談
(陣がい福社センター･陣が

し、福祉課)

乳幼児期から 惚 歳までの発達段階に応じた療育相談及

び、発達に関する相談を行う。障がい児 (発達瞳がいを

含む) や発達に遅れのある子どもとその家族に対して、
心理 ･言語等の発達文援と家族支援を強化する。同様の

事業を行う北療育医療センター城北分園 (都立)、うめ

だ ･あけぼの学園 (民間) との連携も図る。
5- 1 4 0 発達相談等子育て相談

(保育課 ･子ども家庭課)

育児に関する不安を解消するため、保育所の専門機能を

活用し、子育て相談を実施する。
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薙籍ケ 事務療育･滌育雛癆の鴦巽

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
身近なところで、適切な支援を受けられる体制を整備します。 発達支援コーディ
ネーターの育成や、 系統だった研修を行うこと.で、 保育園等における陣がい児の受

入を促進し、支援内容の充実を図ります。また、保育園や幼稚園等へ専門職を派遣

することで、子どもの指導方法のレベルアップやスムーズなクラス運営を促します。
さらに保育園や子育て不安を解消するため、療育機関や保育園等の専門性ある機能

を活用し、子育て支援をさらに展開します。

事業番号.どきもむ鞭業者(所管課) 事業内容

5-2 4 専門職派遣
(障がい福社センター)

保育園 (認可外含む)、幼稚園、認定こども園、保健総合

センター等の区内の機関に対して専門職を派遣し、 陣が

い児 (発達陣がいを含む) にかかわる職員の支援技術の

向上を図る。

5- 2‐2 就学前早期療育
(陣がい福社センター)

陣がい児 (発達陣がいを含む) や発育に遅れのある子ど

もとその家族に対して療育相談を行い、必要に応じて児

童発達支援センター事業 ･児童発達支援事業 ･外来個別

指導事業を提供する。
専門的な療育支援施設である北療育医療センター城北分

園 (都立)、うめだ ･あけぼの学園 (民間) や児童発達支

,援事業所においても実施しており各事業所と連携し支援

を強化する。
5‐2‐3 保育園 ･認定こども園

(保育課 ･子ども家庭課)

多様な保育需要に対応するため、乳児、障がい児、延長

保育などの実施と幼児教育の充実を図る。私立保育園に

は人件費を補助する。

業◆

4l

5‐1‐11 個別支援体制の充実
(保育課 ･子ども家庭課)

保護者の協力のもと子どもの姿を客観的に捉えて細やか

な保育を実施する。また、子どもの状態に応じて関係機

関と連携してスムーズな支援に繋げる。

5‐1‐f2 教育相談 ･支援

(教育相談センター)

瞳がい児の状況や発達段階に応じた教育相談や進路相談

などの相談体制を整備する。



5- 2‐4 発達支援コーデイネ

-ターの設置
(保育課 ･子ども家庭課)

瞳がし、福祉センターと連携して研修を実施し、発達に課題を

抱える子どもたち一人ひとりの保育的ニーズに応じた支援

を保育園内外の関係機関、関係者間の協力、ネットワークに

よって実現するために発達支援コーデ.イネーターを育成し、 .

各保育園に設置する。
5- 2-5 保育所等訪問支援

(障がい福社センター)

現在保育所等を利用中の陣がい児 (発達障がい児を含む)、
または今後利用する予定の瞳がい児 (発達瞳がい児を含む)

が、集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合

に保育園等を訪問し、集団生活への適応のための専門的支援

を行い、保育所等の安定した利用を促進する。
5‐2‐6 専門石珊修･出張学習会

(陣がい福社センター)

地域の支援の場である区内幼稚園、保育園 (認可外含む)、
小学校等の職員を対象に専門研修を実施する。また、園や学

校を単位とした出張学習会を行う。
5- 2- 7 認可保育園 ･認定こ

ども園巡回支援
(保育課 ･子ども家庭課 ･瞳

がい福祉センター)

定期的に専門職 (主に心理士) が認可保育園等を巡回し、瞳

がい児 (発達陣がいを含む) ･気になる子に対する助言及び

指導を行い統合保育の一助を担う。また、支援児認定のため

の巡回指導及び発達検査を実施する。
5‐2‐8 私立幼稚園巡回相談

(教育相談センター ･陣がい

福社センター)

発達陣がいを含む特別な支援の必要な幼児が在籍する私立

幼稚園に専門職 (心理士) を派遣し、幼児の行動観察を通し

て、幼児の状況を T 章に把握しながら、指導方法及びクラス

運営方法についての助言を行う。

5- 2‐4 発達支援コーディネ 瞳がい福祉センターと連携して研修を実施し、発達に課題を

麓袋グ 早期療育･傑鞆溺籍の秀美
!こご“
-
= "き ざ し なんなんでふきでそ ぐユー き れ,こむみな許さlきせ

テコ#もぎ きざさ
いき彗れコゞ ≦

べき賤導き飜鱒 鰯姿妻簿発寒滋さもさ きこぎぼさぼさと熟寝三

特別支援教育の考え方に基づき、瞳がいのある子どもたちが、地域社会で自立し

て生活していくことを目標に、就学前から中学校卒業後までの一貫した教育体制の

構築をめざします。
また、放課後や夏休みなどの、学校外での生活を支援するための施策を充実しま

す。瞳がい児を対象とした放課後等デイサービスの充実が必要となってきています。
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◆個別事業◆

事業番号 事業者(所管課) ‐
.き 事業内密みな

5-3- 1 歳課後等デイサービス
(陣がい福祉課 ･福祉事務だ弗

学校通学中の瞳がい児 (発達陣がいを含む) に対して、
放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上

のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教

育と相まって陣がい児 (発達陣がい児を含む) の自立を

促進するとともに、放課後等の居場所づくりを推進する。
24年度目標 4カ所

29年度目標 8カ所

5】3‐2 小中学校における

教育体制の整備
(教育相談センター)

特別支援教育を推進するため、各小中学校に校内委員会

の設置および特別支援教育コープイネーターの指名をす

すめる。

5-3- 3 都立特別支援学校と
の連携
(教育相談センター)

エリア ･センター枝となる南花畑特別支援学校等の特別

支援学校と、小中学校とのパ｣ トナ--シップにより、 特

別支援教育を推進する体制を構築する。
5-3-4 教職員研卯修郊布制の整備

(教育指導室)

これまで心身陣がし、教育とかかわりの薄かった教職員も

含めて、計画的 ･体系的に研修体制を整備し、陣がい児

教育への理解啓発や資質の向上を図る。

5‐3‐5 特別支援教育コーアイ
ネーターの資質向上

(教育相談センター)

教育委員会が実施する研修会や、国や都の養成研修へ積

極的に参加し、養成およびその資質の向上を図る。

5- 3- 6 学童保育の充実
(住区推進課)

集団保育可能な子で、父母の就労 ･病気 ･看護等により、

放課後保育にかける瞳がい児等の受け入れを行う。
5-3- 7 陣がい児の日中活動

の充実
(陣がい福祉課)

障がい児の放課後や土日 ･夏休み等、 学校外で活動する

時間について、タイムケア等事業を支援する。 N P O 法

人や任意団体 ･保護者グループ等を支援し、充実させる。
5‐3- 8 児童発達支援事業

(児童発達支援セン

ターを除く) の整備
(障がい福社課 ･福祉事務月弗

陣がい児 (発達瞳がいを含む) が地域で適切な支援を継

続的に受けられる身近な療育の場である児童発達支援事

業を整備する。
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麓繁う 早期療育 ･像彎濃霧の落慶

いき諌導い轉麺酵"轉瓱蟻麺駿養載せきききき詳"ミ講義養護灘誇

【足立区発達支援機関連絡会ネットワーク イメージ図】

福祉事務所

区内小学校

特別支援学校

児童相談所

区内保育園

区内幼稚園

区内認定こども園
《運営委員会》

児童発達t放課後酬 霧 }デイサービス 支援事業

"個別事業◆

事業番号 、なき事業名 (所管課) 事業内容;

5‐4- 1 足立区発達支援機関
連絡会
(樟がい福社センター ･こど

も家庭支援センター ･福祉

事務所)

児童発達支援センター ･児童発達支援事業所 -放課後等

デイサービス事業所等と連絡会を開催し、地域における

支援体制を確保する。また、児童発達支援センターが専

門的支援のノウハウを広く提供することにより、身近な

地域で陣がい児 (発達陣がいを含む) とかかわる施設の

質を確保する。
※自立支援協議会の子ども部会に位置づける。※自立支援協議会の子ども部会に位置づけ

障がい児や発達に遅れのある子どもとその家族が、地域で安心して生活していく

ために、地域に点在する社会資源の連携を強化することで、子育てへの不安解消や、
問題の早期発見、 ネットワークを活かした地域サポート体制を構築します。

児童発達支援センター

幼児発達支援室 ｢ひよこ｣
うめた ･あけぼの学園

北療育医療センター城北分園
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5‐4- 2 特別支援教育連絡会
(教育相談センター)

L D 等を含め障がいのある児童 ･生徒等の乳幼児期から

学校卒業後への円滑な移行を図るため教育、保健、医療、
福祉、労働等の連携に基づく相談支援体制を整備する。

5‐4‐3 子育て健康支援ネッ

トワーク連絡会

(保健総合センター)

地域の子育て支援をすすめるために、関係機関 ･団体 ･

子育てアドバイザー等とのネットワーク連絡会を開き、

連携を深め、情報交換! 学習会 ･シンポジウム等を実施

する。
『



圓
就労支援の売葉と雇用促進

図 :就労支援の流れと課題

課題 1

発達陣がい者 ･高次脳機

能陣がい者八の就労準備

プログラムの充実

雇用支援室による

就労支援

精神陣がい者向け

ジョブガイダンス

メキ

さ

課題 2

就労支援体制の充実

職業相談 ･就労準備

支援等の実施

トライアル雇用 ･各 "

種訓練制度の活用 ‘ゞ

定着支援の実施

課題3

就労環境の整備

足立区就労支援

ネットワーク

- ミ、
- - ---- r

企業等への支援

きれ 発達瞳がい ･高次脳 ゞ
き 、

髻 機能陣がい者への き
せ 就労支援ネットワ ｣

- クの構築

特例子会社誘致　　 　 　

翻施策の方向圏

陣がい者の就労意欲に応え、就労を通じて社会的役割を担いつつ、経済的な自立や社

会的自立を促進していくため、就労相談、就労準備支援、訓練に加え、多様な就労の場

の確保から職業定着支援まで、継続して行える就労支援体制を充実させることが重要で
す。

陣がい福祉センターを中心とし、ハローワーク等と密接に連携した雇用支援のしくみ

が、効果的に機能するよう努めます。また、就労継続支援事業 A 型、 B 型の拡大などに

積極的に取り組んでいきます。
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障がい者の就労意欲に応え、働くことるこよる社会参加を促進していきます。 その
ためには、 安心して働くことをめざせる支援が必要です。就労に向けての相談窓口
を充実し、就労への課題を整理し、就労準備性を高めることが必要です。

◆個別事業今

事業番号 事業･名(所管課)
‐

事業内容

6- 1｣ 1 発達陣がい者 ･高次

脳機能陣がい者への

就労準備プログラム

の充実
(樟がい福社センター)

雇用支援室において、 就職準備活動コーナーを活用し、
一人ひとりのニーズに合った就労準備活動を支援する。

6- 1- 2 就労一般相談
(福祉事務所 ･保健総合セン

ター ･障がい福祉センター)

知的瞳がい、身体陣がいは福祉事務所、精神陣がい-は保

健総合センターを相談窓口の中心とする。 就労準備や就

労定着など就労に関する相談については、陣がい福祉セ

ンターと連携をとり支援にあたる。
6 4 -3 雇用支援室による

就労相談支援

-(障がい福社センター)

就労の相談に特化した窓口として相談機能の充実を図

る。就労に向けての目標を専門評価等により明らかにし、
必要な支援を行う。

6‐1- 4 精神陣がい者向けジ

ョブガイダンス

(精神陣がい者自立支援セ

ンタ - )

就職活動に必要な技能習得、実践練習、経験交流事業を

実施する。
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勉第グ 就労艾援の務勇と燈孵怨進
も、きりぶたきざめ三 歩

hゾ≦ききふき＼いきさまきざめさきなる薄いこぎまきつぎこもさぞはらえま
ぶさ課題著≧ ‐労 ‐"

′体制の擁葵こぎ綾きざ溢れきざ導ききみきき貧っにだき許諾マ導贅"辞鱗評語詩も;
きなきミてもラサま でまき"にさ〆報うき ざ失さ‐ぶたいくふせもみさきさぞご転封なき選

D福祉 寮 の場の充実に加え 就 労そこ必要な知識の獲得の機会、能力の向上をめざした訓練や瞳がいがあっても安心･して働ける就労支援体制の充実をはかります。

◆個別事業今

事業番号、 な事業名(所管課) 事業内容

6‐2- 1 .雇用支援室におけ

る職業相談 ･就労準

備支援等の実施
(陣がい福社センター)

求職相談者に対し、前端仝
“汐福談r 応じる。相談者の

適性等を見極め、就職活動に関する情報提供、面接準備、
面接同行、実習支援等を行う。

6‐2‐2 トライアル雇用 ･各

種訓練制度の活用
(障がい福祉センター ･瞳が

し･福祉課)

陣がい者の就労にあたって、陣がい者の職場適応をはか

り事業主の不安感を無くすため、ハローワークと連携し

トライアル雇用、ステップアップ雇用、委託訓練等の制

度を活用する。

6‐2‐3 雇用支援室におけ

る定着支援の実施
(瞳がい福社センター)

就労後の定着支援を行う。面談、電話、夜間関室による

グループセミナー、企業訪問など、働く瞳がい者および

雇用した企業双方の支援をし、安心して働き続けること

のできる環境を整備していく。福祉事務所、保健総合セ

ンターと連携をとり、企業、医療機関、権利擁護など必

要な機関とのネットワークを構築し、 定着を図る

6‐2‐4 就労継続支援 B 型

事業
(障がい福祉課 ･保健子跨掘調

一般の事業所に雇用されることが困難な人に対して、就

労の機会として障害者自立支援法に基づく就労の機会

の提供と能力向上のための訓練を行う。また区は、業務

の発注に努めていく。

6‐2- 5 保護雇用事業 (Jス

テツプ)

(社会福祉協議会)

一般就労が直ちには困難な知的陣がい者に対して、最低

賃金を保障し働く機会とする。

6- 2‐6 就労継続支援A 型

事業
(障がし龍説婦膿 保健予雜堀霧

一般の事業所に雇用されることが困難な陣がい者を対

象に、雇用契約に基づき、生産活動等の機会の提供、就

労に必要な知識および能力の向上のために必要な訓練

等を行う。区はv設立を検討する社会福祉法人や企業等

への広報活動を行い、 設置を支援していく。
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障がい者の就労支援は、就職させることだけが目標ではなくその後も安心してや

りがいを持って働き続けられることをめざしています。 そのためには、 障がい者を

受け入れる会社や事業所は、障がい者理解を深め、安心して陣がい者を雇用できる

よう就労環境の整備に重点的に取組むことが必要です。 障がい者がやりがいを持っ

て働き続けることが、さらなる雇用を生み出すことにつながります。

今個別事業◆

事業養母'てさせ事業名(所管課) 章業内容ぶたこも ･

6‐3‐1 足立区就労支援ネッ
トワテク

(保健予防課 ･陣がい福祉セ

ンター)

就労移行、就労継続支援A 型、 B型等の区内就労支援機

関のネットワークの機能を強化し、 就労支援の方法や情

報の共有を図り、 陣がい者の就労支援を強化していく。

※自立支援協議会の部会に位置づける。
6-3- 2 企業等への支援

,(陣がい福社センター)

ハローワークと連携し、 瞳がい者の新規雇用や職域拡大

を進めようとする企業の個別の相談に応じ、陣がいへの

理解や瞳がい者にふさわしい仕事の設定への動員など多

面的に支援する。

6-3- 3 発割臆勤丸堵 ･高翔t職
郷動態者べ原｣窕競技坤援
のネットワ三ク硫轢

(保健予防議事章がい福社セ

ンター)

福祉事務所、 保健相談センターと連携をとり、 企業、ノ、

ローワーク、 医療機関、教育機関など必要な機関とのネ

ットワークを構築し、 就労や就労定着を図る。

6- 3‐4 広報活動
(障がい福祉課)

あだち広報等を活用し、働く障がい者と雇用企業を紹介

し、働く瞳がい者に対する区民の理解と協力を深める。
6-3- 5 特例子会社誘致

(陣がい福祉課 ･保健予防弼

区内に特例子会社の誘致をすすめ、陣がい者雇用を企業

に働きかけていく。
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回
バリアフリー社会実現への基盤整備
圏施策の方向圏

すべての人が安全、安心、快適に暮らし続けることができるよう、利用しやすい施設

の整備と次代を担う人材の育成により、ユニバーサルデザインの考えに立ったバリアフ

リー化を推進していく必要があります。また、災害発生時に安全に避難でき、その後も

適切な支援が受けられる体制整備も重要です。

葱蟹 7 バリアフグーを会寡翔への基盤磐獨

導譲滋養嬢菱選甕凝議蝨響きもぎ講義きききききき轢き夕きき巍
ユニバーサルデザインの考えに立って、すべての人が安全で快適に暮らし続ける

ことができるよう、
･道路、 建築物、 公共交通機関の整備等、 福祉のまちづくりに積

極的に取り組みます。また、多くの区民と福祉のまちづくりをすすめていくため、
普及啓発活動の機会を増やしていきます。

※ユニバーサルデザインとは、陣がいの有無、年齢、性別、国籍、個人の能力にかかわらず、!まじめからできるだけ

多くの人が利用可能なように、利用者本位、人間本位の考え方に立って快適な環境をデザインすることです。

今個別事業◆
ミニ
き事裳番号き報ぜ暮襲名鯆管覇気熟議 難事業内寮き轟き話さ:導きも"

7 4 - 1 普及 ･啓発活動の充実
(庫がい福社課)

区民参加のまちづくりをめざし、 広報紙 ･ポスターなどに

よりP R を充実し、 ユニバーサルデザインを促進する。

7‐1- 2 福祉のまちあるき

(陣がい福祉課)

だれにでもやさしいまちづくりをすすめるために、陣がい

者団体等と協働してまちあるきを実施し、バリアフリー化

を促進する。
7‐1‐3 思いやりのある公共

施設づくりの促進

(住宅 ･都市計画課 ･開発指

導課)

まちづくり推進条例に基づく ｢公共施設等整備基準｣ ･｢環

境整備基準｣ により、高齢者 ･障がい者等に配慮した施設

づくりを促進する。

50



施策7 ノゞ グアフヴーを会労翔への基滋蟹獨
袋裟馨発議瓣誌&開議毒,鬘鬘霧蕊鬘童謡発きざそこ烹覆峯竪"鍔韻語鉛箔軽鑓ん≧総裁簿瀰漫護鮮毒奇態学寮時議誌ミ翻露頭溌義
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
蟻試筆漸く普請きき溌慈蘂葬翌襲靜該翌聾貧"強調き選ぶ翻さ糞翻海事き疑義掻き辞発議輔導滴強震暴き濃壤箋きき電導粥異義ゞ芝

複雑 ･高度化する陣がい福祉のニーズに的確に対応できる人材が必要になってい

ます。 実践的で高い専門性を備えた福祉人材を育成するため、幼年期から高齢期ま

でのライフステージにおいて、福祉意識を高める学習の機会を充実させ、次代を担

う人材の育成に努めます。
また、次代の保健福祉を担う専門職員を育成 ･確保するため、 啓発 ･普及活動に

取り組むとともに、施設職員等の専門性の向上と多様なサービス供給主体の確保の

ため、積極的に支援策を行います。
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7- 1- 4 歩行者系案内サイン

の整備
(樟がい福祉課 ･住宅 ･都市

計画課)

だれもが利用しやすい歩行者系案内サインとするため、サ

イン本体の表示形式、形状、地図情報の色彩や移動円滑化

に関する情報に配慮しながら整備していく。

7‐1‐5 視覚瞳がい者誘導ブ
ロック等、 安全で快

適な歩道環境の整備
“章がい揃1霧葵企画詔一竪姪譲り

鉄道駅から公共蔓説ゞ福祉施設等までを結ぶルートにつ

いて、 視覚障がい者誘導用ブロックを整備し、 歩行空間の

バリアフリー化を図る。

7‐1- 6 高齢者や陣がい者に

やさしい公園の整備
(公園整備課)

｢あだち公園☆いきいきプラン｣ の基本方針 ｢安全、 つか

いやすさをたかめる｣ に基づき、 ユニバーサルデザインに

配慮しながら、高齢者や車いす利用者にとって利用しやす

い出入口、 トイレ等を整備する。

7‐1- 7 公共的民間建築物の

整備促進
(陣がし、福祉課)

建築関係団体に対し、福祉のまちづくり条例の普及 ･啓発

を図る。また、符鷺
‘
彗の設置書 ･管理者に対して、指導 ･

助言を行う。

7‐1‐8 パス停留所改善整備

の促進
(交通対策課)

陣がい者等に配慮したバス停留所の施設改善 ･整備を事業

者とともに促進する。 /

7- 1- 9 駅舎等の利用整備
(陣がい福社課)

高齢者や陣がい者等の駅舎利用環境を整備するため、鉄道

事業者や国 ･東京都等の関係機関と協力しながら、駅への

エレベーター設置等によるバリアフリー化を促進する。

74 4 0 高齢者等の外出支援
(交通対策課)

パス路線網を整備し、公共交通空白地域の解消を図ること

により、障がい者等の外出支援に努める。



◆個別事業◆

事業番号 事業名(所管課) 事業内容

7‐2‐1 陣がい者対応ヘルパ

ーへの教育

(保健予防課)

ヘルパー資格取得者に対し、陣がい者の特性をより一層理解

するためのレベルアップ講座を行う。

7‐2‐2 実習受け入れ施設の確保
(障がい福祉課)

福祉教育や体験ボランティアなどを行う際、実習を受け入れ

る民間の陣がい者施設を確保する。
7‐2‐3 体系的な職員研修体

制の整備
(瞳がい福祉課)

都や関係機関と相互に連携し、体系的な職員研修体制を整備

する。

7- 2‐4 社会福祉法人等への

支援
(瞳がい福社課)

陣がい者福祉施設などを設置 ･運営している社会福祉法人等

が、専門性を高められるような運営支援や人材育成支援を、
多角的に実施する。

7- 2‐5 高次脳機能陣がい者
対応ヘルパーの育成

(陣がい福社センター)

高次脳機能瞳がい者の瞳がい特性に対応できるヘルパーを

養成し『生活版ジョブコーチ』 を推進していく。
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区民各層各世代に対して、社会福祉の理解と参加を促進することを目的に、ボラ

ンティア活動が継続的かつ自主的に展開されるようをこ、活動の基盤となる人的 ･物

理的諸条件の整備を社会福祉協議会や関係機関とともにすすめます。

e個別事業◆

事業番号 き事業名(所管課! 事業内容ださ

7‐3‐1 ボランティア入門講

座の実施 ･ポランティ

アの育成

(社会福祉協議会)

ボランティア入門講座を実施し、広くボランティアの心

を育てる。また、 ボランティア講座やボランティアま

つり等を実施しボランティアの育成をすすめていく。

7- 3 - 2 ボランティアまつり

の実施
(社会福祉協議会)

ボランティア相互や陣がい者等との交流を深め、体験学

習の場とするため、 ボランティアまつりを実施する。
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足立区では瞳がい者の非常時の対応については、様々な取り組みを行ってきまし

たが、 平成 23 年 3月 11 日の大震災により、 実践面での新たな課題が明らかになっ

てきました。
瞳がい者への災害に関する情報の正確で迅速な伝達、また、避難所等での安定的

な滞在のためのソフト、 ハード両面での支援の拡充をめざします。

◆個別事業◆
き尋ね蔦 ~"ぐち さしゞ ≧

きゞ 事業内容ミスさき･

7-4‐1 災害時の援助体制の 災害時に特に支援が必要となる陣がい者に対して、災害

時要援護者支援防災行動マニュアルを活用し、生命の安

全と陣がいIこ応じた適切な対応を確保する。 また、 第二

次避難所の追加指定や備蓄物品の充実による避難所機能

を強化するとともに、陣がい者団体 ･ボランティア団体

等と連携し、災害時の援助体制を整備する。

整備
(災害対策課)
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7- 3-3 児童 ･生徒のボラン

テイア活動への支援

(社会福祉協議会)

′I･ ･中 ･高等学校の児童 ･生徒向けに、 福祉についての

理解や福祉サービスの体験学習を支援する。

7- 3‐4 、ボランティア登録の

推進
(社会福祉協議会)

人材の確保とボランティア活動を促進するため、活動情

報の提供 ･コーディネートの充実等‘ ボランティア登録

者の拡大を図る。

7‐3- 5 ボランティアリーダ

一の養成と活用
(社会福祉協議会)

ボランティアリーダーを養成し、各種講座等に派遣する

など、積極的な活用を図る。

7‐3- 6 ボランティア連合会

への支援
(社会福祉協議会)

ボランティア連合会活動の活性化を図るため、会の運営、

機関紙発行等について支援する。

7‐3‐7 精神保健福祉ポラン

ティアの育成 ･支援

(保健予防課･精神瞳がい者

自立支援センター)

精神保健福祉ボランティア、傾聴ボランティア、 ビアカ

ウンセフ せり育成 ･支援を行い、精神陣がい者の地域

生活支援体制の充実を図る。



獲蔚 7 バグアフター社会寿翔への基盤蟹獨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
選挙は民主主義の根幹をなすものであり、主権者としての意見を政治に反映させ

ることの出来る最大の機会です。 障がいの有無にかかわらず、すべての有権者が自

分の意思で投票に参加できるよう“こするため、情報提供や投票所の環境整備をすす

めていきます。
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7‐4…2 B C P (事業継続計

画) の作成
(障がい福祉謀)

大規模災害や新型インフルエンザ"流行などの緊急時に

も、陣がい者施設に求められるサービス等の維持継続が

必要になることから、 各施設において実効性の高い

B C P (事業継続計画) が策定できるよう支援する。
7‐4‐3 避難支援が必要な災
筈時要援護者の把握
及び避難支援プラン

作成の推進

(災害対策課)

陣がい者本人に避難プラン作成についての了解を得るこ

とを推進し、災害時要援護支援プランを拡充する。また、
民生 ･児童委員の協力を得て 3年ごとに支援プランの更

新をしている。 今後もプラン作成件数の増加をめざす。

7-4-4 A メールへの登録推

進
(瞳がい福祉課)

災害発生時に避難勧告などの防災情報をすばやく正確に

入手できるよう、陣がい者の A メール登録を各種広報に

より促す。
7-4‐5 避難所における災害

時要援護者への配慮

の強化
(災害対策課)

陣がい番勇別ごとに、日々の支援内容も異なるのと同様に、

避難所における対応も多様である。それぞれの瞳がし、種

別の方に適切な対応ができるよう、 空間の確保、手話通

訳者、 要約筆記者、ホームヘルパー等の配置に努める。
7 4 - 6 陣がい者用物品供給

の協定締結の推進
(災害対策課)

足立区では低タンパク米等瞳がい者用の備蓄をすすめて

いる。また、 医療用酸素、 ストーマ用具等で、 非常時の

物品供給について協定を結んでいる。 今後も各陣がい者

にとって必要不可欠と判断される物品については、事業

者等と協定を結び、非常時の物品の安定供給に努めてい

く。

7-4- 7 避難所等での瞳がい

者への対応の強化
(災害対策課)

避難所等で、 陣がいのない区民と一緒に滞在する瞳がい

者への配慮に関する広報を強化し、 陣がいの有無にかか

わらず、ともに安定的に避難所等に滞在できる体制をめ

ざす。
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◆個別事業◆

事業番号 事業名(所管課) 事業内容

7- 5‐1 選挙公報の音声版等

の作成

(選挙管理委員会事務局)

区議会議員選挙および区長選挙においては、選挙公報の

音声版を作製するとともに、 選挙公報をホームページへ

掲載し、 選挙人への情報提供を図る。

7‐5‐2 投票所におけるバリ

アフリー化の推進

(選挙管理委員会事務局)

投票所施設において、 建物の改修時に常設スロープの整

備や、仮設スロープの設置により、 敷地内の導線上の段

差解消に適時対応する。また、期日前投票所及び当日投

票所に、点字版の立候補者氏名等一覧を備え、候補者の

情報提供を図るとともに~ 車いす、 文鎮、拡大鏡、 点字

器等々を準備し、バリアフリー化を推進する。

7-5‐3 投票所入場整理券へ

の点字シールの貼付

(選挙管理委員会事務局)

希望者に投票所入場整理券であることが分る点字シール

を封筒へ貼付し、識別対応を図る。




